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第 1 部　原子力情報の公開を求めて── 3 ・11以後の情報公開を考える










　　　　　 3 　科学論、学問論から 3 ・11以後の情報公開を考える
　第 2 章　 3 ・11福島第一原発事故と司法の責任
　　　　　 1 　 司法・法学者の責任― 3 ・11福島第一原発事故を防ぐことができる理論構
築に至らなかったこと
　　　　　 2 　 3 ・11後に求められる判決の再検証





























　　　　　 5 　 論点整理をふまえた改正の方向性──行政透明化検討チームとりまと 
め（平成22年 8 月24日）の概要
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　終章　情報公開法制・個人情報保護法制と 3 ・11以後
　　　　 1 　情報公開法改正法案の閣議決定と 3 ・11
　　　　 2 　情報公開請求手続概説と改正法案の立案過程
　　　　 3 　独立行政法人等、国会、裁判所の情報公開制度
　　　　　 4 　 3 ・11以後になお必要な情報公開法改正と公文書管理法改正
　　　　 5 　個人情報保護制度概説
　　　　 6 　 歴史比較的に──情報公開法の制定過程からみた東アジア共通法基盤形成の
可能性
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　終章は 2 部の内容を総合的に整理したもので、 3 ・11以降の情報公開法、個人情報保護
法の新たな課題に言及している。情報公開請求、公開、非公開、不服審査に至る情報公開
請求手続きや個人情報保護について慎重なる考察がめぐらされている。また、多岐にわた
る関連制度とその課題への対応という全体的な論旨を通じて、特定秘密保護法の問題点を
指摘しており、全面的な情報公開法の改正が日本の社会に向けて真に必要なことだと主張
している。
終わりに
　本書を通読して筆者が得た感想は「不便」であった。本書で著者が追求した情報公開法
の改正、原子力情報の公開などはすべて一般市民の‘権利’のためのものである。そして、
その権利を追求する一般市民は21世紀日本の主権を持ち、民主主義社会のオーナーである。
しかし、現在の日本でこのような権利が十分に保障されているだろうか。そうではないこ
とを証明するいくつの判例と法律がとても残念だった。
　筆者は、特に第 7 章の「民主主義の通貨」という言葉が本書に貫徹する言葉だと考える。
本書で述べられている消費者権利運動、情報公開法の制定過程やその改正、原子力情報の
公開に対する提案、ヴォーンインデックスとインカメラ審理の導入などは、全て民主主義
の根幹を成す国民の知る権利を保障する手段であるからだ。そして著者はそれらが十分に
保証されていない理由を、単なる制度的な不十分さによるものではなく、いわゆる‘原子
力村’と言う集団が司法・行政・技術の閉鎖的な垣根の中で自分たちの利益のために国民
の権利を侵害していることと、それを阻止できず、心ならずも彼らに同調してしまった、
独立性に乏しい司法の立場もあることを指摘している。
　また私には、本書を通じて日本と韓国の状況があまりにも重なって見えた。韓国にはウォ
ンピア7）（原ピア）という言葉がある。ある種のカルテルに類似した閉鎖的集団が、国民
の安全と非常に密接な原子力発電所事業に関して、自分たちだけの利益のために多くの事
故の隠蔽、基準に満たない部品の納品について賄賂を受け取って許可するなどの不正が発
覚した。結局、関係者は処罰されたが、社会的に大きな問題となった。これは閉鎖的な集
団が自分たちだけの利益のために他人の安全や権利などを侵害するという点で原子力村と
共通すると思う。制度においても、日本の特定秘密保護法に類似した法案が発議されたこ
とがあったが、幸いにも国民の知る権利を侵害し、韓国の情報機関である国家情報院の権
力が肥大化されるなどの反対意見によって白紙化されたことがあった。
　著者が本書の末尾に東アジア民主主義国家の共通された法基盤形成の可能性を探求した
のも、閉鎖的集団の不正と情報公開法と無縁ではないだろう。
　独立した司法と法制度による権利の保障、そして不正の防止を著者は巻頭と巻末で重ね
7―― 原子力とマフィアの合成語。高位公務員が退職した後に公企業や関連機関に再就職し、要職を独占する
現象を意味する単語、官フィア（官僚+マフィア）の原子力分野に対する変形である。
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て強調している。その中で日本は人々の知る権利に対して、特定秘密保護法をはじめとし
た様々な障害があるのが現状だ。しかし、著者を始めとした本書のような努力が続けば、
必ずや日本の社会は真の民主社会に至るはずだ。その日が早く訪れることを期待する。
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